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（1）全国曹洞宗青年会と震災前のボランティア活動についての機構改革
全国曹洞宗青年会（以下、全曹青）は、「大衆教化の接点を求めて」という理念の下に
1975年に発足した、全国49道府県加盟曹洞宗青年会（以下、各曹青会）、18歳から42歳ま
で約3000人の会員から成る、包括宗教法人曹洞宗・教化部の外郭団体である。
現在は、各曹青会との連絡協議会の姿勢を保持しながら、「自己の研鑽と心豊かな社会
の形成」 1 ）という会の目的に沿った各種事業がおこなわれており、災害ボランティア活
動もその一環である。
全曹青が、災害ボランティアに組織的に従事するようになったのは、1995年 1 月の阪神
淡路大震災からであり、その後の中越地震、能登半島地震、中越沖地震などの激甚指定災
害をはじめ、各地での風水害などにも全曹青「ボランティア委員会 2 ）」が中心となり、実
際に現地入りをして災害ボランティアに関与してきた。
しかしながら、発災初動時における活動判断の多くは「ボランティア委員会」に任され、
全会的な情報処理の方法や指揮系統が確立されていない面もあり、一時的に情報が錯綜
し、不効率な活動といった問題が起こる場合もあった。また、災害対策の有識者で構成さ
れていた「ボランティア委員会」であったために、当該執行部も含めた全国の他会員が過
度に当委員会の活動対応に頼る面が出現してきた。こういった事態を受け、第18期全曹青
においては、その「ボランティア委員会」の経験と反省を活かしながら、当委員会を全会
的な特別委員会「災害に関する特別委員会」に組織改編し、全国の曹青会員各位が各地災
害を “ 我が事 ” と引き受けることが適うよう、今日の「災害復興支援部」の整備設置に
至った。
災害復興支援部では、「全国曹洞宗青年会における災害復興支援体制整備に関する素案」
を策定し、統括コーディネータ （ー災害復興支援部実務責任者）、マネージャ （ー管区代表
者）、パートナ （ー各曹青会代表者・各地情報連絡員）、スーパーバイザ （ー外部有識者）な
どの職務を設定。有事の際に備え、平時から防災・減災・復興支援活動に関する研修会な
どを開催し、会員の意識啓発と訓練に努めている。
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（2）東日本大震災発生初動時の全国曹洞宗青年会の対応
＜情報の収集と発信＞
全曹青では震災発生後、直ちに「災害復興支援部」を立ち上げ、可能な限り情報収集に
努め今後の対応を図った。具体的には災害復興支援部連絡網を介し、現地の各曹青会員か
らのメールなどのインターネット媒体や、全曹青災害復興支援部員が直接現地入りして状
況確認に努めるなど、様々な手段を用いて情報を集め、当会 HP『般若』を通じて広報
した。
災害復興支援の初期対応において、現地情報を収集発信することによって次の二つの大
きな効果が得られる。まず一つは、情報収集によって被災地の現状を理解し必要な対策を
考察出来ること。正確な情報（客観的な事実）を知らなければ、有効な対応策を検討実施
することは難しい。そして二つ目は、情報を発信することで、会員各位の情報収集の自発
性を促すものである。結果、時間の経過とともに災害復興支援部構成員以外の各曹青会員
などからも情報が寄せられるようになり、より豊富で詳細な情報を集約することが可能と
なった。また、被災地の具体的な窮状などを広報することによって、会員各位の支援活動
への意識啓発にも繋がり、その後の活動者の確保・増員に寄与したことにも情報発信が大
きな役割を果たした。
＜緊急物資支援＞
当初、物資支援には、日毎・時間によって変化するニーズに対応するために多くの調整
が必要となり、他の支援活動にも支障をきたす恐れがあるということで、その実施は最優
先課題ではなかった。
しかし、各地よりの度重なる物資の緊急支援要請を受け、県や各市町村の災害対策本部
との連絡調整を図った後、先ずは 3 月17日、18日に生活維持の物資を福島県 6 都市（白河
市、泉崎村、須賀川市、田村市、福島市、伊達市）へ届け、その後は、岩手県一関市、山
田町、宮城県気仙沼市、石巻市にもガソリン、灯油、生活用品などの物資支援を実施した。
その後の物資支援では、主に緊急支援期から復旧期にかけて必要な炊き出し用具のセッ
ト、及び津波被害の片づけに対応する用具（一輪車、デッキブラシ等）の一律提供を全国
の各曹青会員に呼び掛け被災地各所へ届けた。
＜現地拠点の設置＞
今回の大震災では、福島県伊達市の成林寺内に全曹青災害復興支援現地本部（以下、現
地本部）を設置し、全曹青の災害復興支援活動の拠点を定めた。その理由としては、成林
寺の所在地が福島県沿岸の被災地に近いことに加え、福島県北に位置することから、宮城
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県、岩手県への活動展開も視野に入れたものであった。
さらに成林寺は、震災発生当時に全曹青会長・災害復興支援の責任者であった筆者の所
在寺院であったため、被災地での当会の災害復興支援活動に関する情報収集・発信の正確
性や支援活動の迅速性、積極性を確保し、“ 現地 ” での意思決定を可能にする為であった。
（3）全国曹洞宗青年会と曹洞宗東日本大震災災害対策本部復興支援室分室の
活動実態
東日本大震災における、全曹青、曹洞宗復興支援室分室の活動では、2011年 3 月の発災
以来、現在も福島県内をはじめ、岩手県、宮城県の各地に向けて各種支援活動を展開して
いる。 3 ）
その活動内容として、物資支援、一般ボランティア、寺院復旧活動、読経供養、行茶
（ぎょうちゃ）活動（傾聴ボランティア）、被災地での電話相談窓口『観世ふぉん』の開設、
孤立防止の「文通プロジェクト」、自立支援の仮設住宅ワークショップ、慰霊写経活動、
原発事故による避難者（母子）への保養キャンプ開催、除染ボランティア、「チャイルド
ラインふくしま」運営協力などがあげられる。
2013年 5 月には、全曹青災害復興支援現地本部（福島県伊達市成林寺内）が閉所し、そ
の事務機能は「曹洞宗 東日本大震災 災害対策本部 復興支援室分室（福島市）」（以下、分
室）に移管された。以降、分室と全曹青災害復興支援部は、各曹青会をはじめとした宗門
構成員全体との協働体制で、従来通りに東日本大震災の復興支援活動にあたってきた。
東北福祉大学仏教専修科としても、2017年 7 月に、福島県国見町にある飯舘村からの避
難者仮設住宅に行茶ボランティア活動を行った（教員 3 名、学部学生 2 名、留学生 1 名、
社会人聴講生 1 名）。
現在（2018年 3 月末日）までの現地活動者（宗門関係者）延べ人数は約8,000人、行茶
ボランティアに参加された方々は、約18,000人を数える。
（4）曹洞宗における復興支援活動の理念と方針
私たちは、慈悲の姿勢が重要であるという自己認識を保持しながらも、自分たちの立場
主張を被災者に押し付けないことを念頭に置いて活動している。被災地の現場では良く在
る事だが、時間が経つにつれて “ 被災者のための活動 ” が、いつの間にか “ 自分達がした
い活動 ” にすり替わってしまっていることも少なくない。自分たちの出来る支援活動と、
自分たちの存在意義や活動欲求を満たすそれとは全く別なのである。
私たちは、「ボランティアは触媒である」（有馬実成・社団法人シャンティ国際ボラン
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ティア会専務理事）という言葉を大切に受け止めている。その物質（触媒）は自ら何ら変
化することはなくとも、周囲の物質に反応をもたらし、より良い物質への変化を促してい
く。ボランティアは黒子として自らが主役になることを厳に慎み、常に被災地・被災者を
主人公として、相手と「共に生き、共に学び、共に歩む」存在であるという伴走者の意識・
理念を活動に際して相互理解し共有するように努力している。
支援活動において最も重要なのは、被災者の自立（自律）助力・エンパワメント（当事
者が自身の置かれた状況に気づき、問題を自覚し、自らの生活の調整と改善を図る力をつ
けることを目指す意）なのである。
また、現地活動の方針として、活動者によるニーズ報告書（組織内部用、行政用の二種）
の作成・提出をもとに、各地行政の災害対策本部や社会福祉協議会（以下、社協）との連
携を図り、被災地・被災者の総合的な復旧復興の助力に努めている。“ 被災地・被災者の
為に何か出来ることを ” で始まった活動が、各避難所の見回りやニーズ聞き取りも担う事
になり、その後は行政やボランティアセンターの理解を得られ互いの関係が深くなって
いった。このことは、諸々の活動に際して、関係機関との手続き等が増えることを意味し
ていたが、私たちにとっては望ましい契機であった。なぜなら、被災地内外を問わず政策
提言の重要性を認識し、被災者の生活が全般的により具体的に改善されることを目指して
いるからである。また、各団体の活動が被災者にとって過供給にならない様に実態を把握
し、より効果的な活動になるよう調整している社協を軸として活動者同士の横の連携を
図っている。
（5）「行茶活動」について
＜行茶とは＞
行茶は、禅宗の修行道場や寺院における儀式などでお茶を頂くものである。そこでは、
お茶をありのままに頂戴し、日々の自分自身の在り様や自身の修行を客観的に見つめ直し
静かな時間を過ごす。それは、宗教的 “ 気づき ” や、本来の自分への回帰など、修行者に
とって非常に重要な時間でもある。
＜被災地での行茶活動＞
行茶活動（傾聴ボランティア）は、曹洞宗での災害復興支援における中心的な活動であ
る。災害によって、物理的・心理的にストレスを抱え、先の見通しがない不自由な生活を
余儀なくされる被災者へ、心休まるひと時を提供し、お互いが同じ “ いのち ” を生きる仲
間として通じ合う心を確かめ合うのである。
僧侶が修行道場での行茶によって自分自身に気づいていくのと同様に、お茶を飲むとい
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う日常が崩れた被災地において、ともにお茶を頂戴し、ともに厳しい現実を受け止めるこ
とによって、被災者が自分自身と自らの日常をゆっくりと取り戻していって頂くことに心
掛けて活動している。
＜行茶活動に至った経緯＞
震災などの災害復興支援における行茶活動は、2007年 3 月の能登半島地震において、曹
洞宗の青年僧侶によって活動が始められた。その行茶活動へ至る契機のひとつとして、
2004年10月の中越地震での炊き出しボランティアの経験があった。ある女性に「炊き出し
も有り難いけど、お坊さんなら私たち（被災者）の話を聴いて欲しい」と訴えられたこと
であった。その後、全曹青ボランティア委員会や曹洞宗青年会メンバーの間で、僧侶に求
められている、僧侶に出来る活動は何かということについて協議が重ねられた。結果とし
て、「傾聴」という副次的（二次的）ボランティア活動の重要性に着目し、その導入の検
討準備が進められた。その後は、先述したように能登半島地震で初めて行茶活動を実施。
同年 7 月「中越沖地震」でも同様の活動が展開された。
＜行茶活動の目的と特徴＞
行茶活動には、具体的に以下の大きな目的と特徴がある。
1 ）被災者へ物理的に温かいお茶を届ける
震災から 2 ヶ月目の 5 月に伺った宮城県某避難所では、ある女性からの「震災以来、
はじめて温かい飲み物を頂きました」の言葉通りに、被災地ではライフラインの破壊や
燃料不足によって、温かい飲食物を手配するのが困難になることが多いため（低体温症
のリスク）、被災者の健康面にも十分留意して活動する。
2 ）被災者との対話（傾聴）と心の mass care
僧侶を始めとしたボランティアスタッフ（以下、VS）による傾聴活動の一環である。
発災してから、なるべく多くの人員で活動を開始し、被災者の不安や様々な感情を受け
止めるように努めている。被災者の心情には支援の笊
ざる
という考え方もある。被災者のメ
ンタルケアのレベルという意味であるが、上から間口が広く浅い笊（VS などによる
mass care）、その下に間口も深さも中庸の笊（看護士や心理専門職などによる private 
care）、最下に間口が狭く深い笊（精神科専門医などによる special care）である。笊に
は構造上網目があり、時間の経過とともに上の笊から下の笊へ向かって、被災者の心情
や、時には最下の笊から “ いのち ” そのものが抜け落ちていく。私たちに出来る事は
mass care 迄だが、抜け落ちていく “ いのち ” をその段階で食い止める重要性を認識し
活動することが何より大切なのである。
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3 ）行茶活動に関する資料策定と敷衍
全曹青災害復興支援部では、東日本大震災を受けて、精神保健福祉士やカウンセラー、
災害ボランティア有識者である曹青会員をメンバーに含む第18期全曹青基幹事業委員
会 4 ）へ「災害ボランティアにおけるメンタルケア（以下、メンタルケア）」 5 ）の策定を
依頼した。当資料では、認知行動療法で用いる「time（時間を掛けて対応すること）」
「tear（涙など言葉にならない感情表出を妨げないこと）」「talk（言葉による感情表出を
促すこと）」の 3 T をはじめ、「trust（信頼関係を大切にすること）」も加えて被災者の
心情を察する留意点を示しており、他に行茶の理念や方法論を示した「行茶資料」も併
せて活動者に配布している。全曹青での行茶活動には、震災当初から第18期全曹青基幹
事業傾聴研修を経験した会員が活動の中心になってきたが、活動が長期に亘ることで、
新たな参加者への活動理解の敷衍と深化が必要となり、これら資料はその一助となって
いる。
また、「メンタルケア」では “ 活動者自身も被災者であることを忘れない ” ことにも
注意喚起を促している。被災地へ長期に携わる支援者の中には、睡眠障害などの体調不
良を訴える者も出てくる。実際に筆者も、津波被害の実体験が無いにも拘わらず、被災
者との会話や映像などによる影響で、津波の夢によって一時期は睡眠障害と考えられる
状態になった経験がある。
行茶活動などの被災地支援では、ブリーフィング（事前研修）を必ず実施し、活動現
場の被災者の状況確認は勿論のこと、自分自身の危機管理のための基本的な情報や知識
を確認しておくことが大切である。さらに、デフュージング（爆弾の信管を抜く意。活
動者の感情爆発の予防）や、デブリーフィング（活動中の体験や感じた事を話し合う。
ストレス反応が正常であることの確認作業であり反省会ではない）を実施し、活動者が
支援中途でバーンアウト（燃え尽き症候群）せず、長期活動が可能となるように配慮し
ている。また、そこではストレスを引きずらないために “ 感情を紙面に落とす ” 活動報
告書作成の重要性を確認し合うことも重要となる。
4 ）ニーズ報告書の提出
被災者ニーズを社協・ボランティアセンターや行政などの関係機関に届ける。例えば、
被災初期の避難所（体育館）に布団一枚で腰が痛いという声に対して布団マットの手配、
女性が着替えし難いという声には簡易更衣室等の設置などの対応をする。また、時間が
経過して生活復興期の仮設住宅での暮らしになると、日常生活における物理的な心配や、
精神的な苦しみなど、被災場所や被災内容によって、そのニーズは一層多様化し対応が
難しくなってくる。その中にあって、私たちの活動を地道に継続していくことによって、
被災者の非日常的立場に寄り添い、その生活が関係機関との連携によって、少しでも改
善が図られるよう様に心掛けている。しかし、世界的に見ても日本の支援体制はスフィ
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ア基準（スフィア・sphere とは、英語で「球体」を意味し、地球のどの場所でも適応で
きるようにとの意味を持つ。避難所が体育館ではこの基準を満たさない）に達していな
い中での支援活動が続いており、基本的人権からの再検討が不可欠となっている。
5 ）避難所と仮設住宅、公営住宅での行茶活動の違い
被災地では、発災してから時間の経過とともに、その環境状況は変化していく。被災
者の緊急居住空間である避難所から応急仮設住宅（みなし仮設）、公営住宅への変遷も、
その最たる例であろう。行茶活動では、被災者の住環境変化に対応した活動にも留意し
ている。つまり、避難所では「一対一」、仮設住宅や公営住宅では「横の連携の契機作り」
を重視して活動している。避難所での「一対一」とは、活動時間内で被災者の方が安心
し一定に満足されるまで傍から離れない、ということである。
避難所の開設時期は被災してから間もなく、当時の恐怖や悲しみの中に居られ不安な
毎日を過ごされている方々も多い。その中での対話は、吐き出すように恐怖や悲しみを
語られる方、その時間の殆どが沈黙の方などそれぞれである。活動者はそういった方々
に対し、一杯の温かい飲物と静かに寄り添う姿勢によって、その時間を被災者とともに
過ごすことが重要なのである。
一方、仮設住宅、公営住宅での行茶は、被災してからある程度の時間が経過し生活復
興期に移行しているため、物資も充足し、被災者の生活も一見落ち着きを取り戻したよ
うに見える中での活動になる。行政側でも阪神淡路大震災の反省をもとに、なるべく被
災地域毎に同一仮設への入居を調整してきた所も限定的であるが存在する。しかし、そ
れでも仮設入居者の日常には、体力的、経済的、就労的な問題から引きこもることが多
くなり、入居して何ヶ月が経過しても隣人が判然とせず不安な毎日を過ごしている方も
少なくないのである。
このような時期での行茶活動は、これまでの一対一の関係性を大切にしながらも、私
たちの活動実施を契機に被災者同士が知り合い関係を深めていく（横の繋がり）手助け
をしていき、さらには被災者（個人）から地域（社会）への繋がりを支援していくこと
に重点を置く。また、同時に、活動者自身の地域性（外部支援者の地元話など）や特技
（紙芝居、各種ワークショップ、歌唱など）を用いた活動によって対話の促進を図るこ
とも多くなる。
さらに、行茶活動の副次的特性として “ 不在者 ” にも配慮するということがある。当
日の活動では当然だが入居者全員に会える訳ではない。しかし、行茶参加者との対話で
不在者のニーズをお聴きしたり、傾聴によって女性参加者の心理状態が軽くなることで、
所謂 “ 不在者 ” であるその夫との日々の口論が減るなどの効果もあり、「眼前の人が全て
でもあり、眼前の人が全てでもない」ことにも留意した活動が望まれるところである。
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（6）震災・原発事故の影響を受ける子どもたち
＜被災地の子どもたち＞
被災地では、仮設住宅から災害公営住宅などへの居住空間の移動が進んでおり、一見し
て復興は順調に進んでいるようにみえる。しかし、被災者、特に子どもたちの心は、はた
してその速度に順応できているだろうか。
福島県の子ども避難者数は、現在も17,487人（県外7,575人、県内9,912人　2018年 4 月
1 日 福島県データ）を数えており、震災前の生活には戻れていない。これまでも、放射
線による外部被ばく防護のための屋外活動の時間制限や内部被ばくの心配により、子ども
たちの体力低下とストレス増加が指摘されてきた。また、指定・自主避難の家族形態は母
子避難が多く、ある意味、母子という最も密接且つ最も閉じられた関係性の中で、勝手の
違う土地での生活に母子ともに生活上の困難・ストレスを抱えている。（公）セーブ・ザ・
チルドレン・ジャパンが、2014年から実施した被災地の虐待調査では、福島県においてグ
レーゾーン（不適切な養育に関する状況）やレッドゾーン（外部介入が必要な状況）ケー
スが増加しているとの報告がなされた。
＜チャイルドラインから観える子どもたちの状況＞
チャイルドライン（http://www.childline.or.jp）は、子どもの権利条約「子どもの最善
の利益」を最大理念にした傾聴によるヘルプライン、18歳までの子ども専用電話で、子ど
もたちの声を受け止めることによって、心の居場所を実現すべく活動をしている。
現在は、40都道府県70団体で全国フリーダイヤルにて実施されている。
震災時、福島県内にチャイルドラインは未開設だったが、その後に震災不安や避難スト
レスなどの影響を受けている子どもたちを憂慮し、2012年に郡山市、2013年に福島市にて
電話窓口を急ぎ開設して現在に至る。
その活動データとして、2014年度には福島県の子どもたちからの電話発信数が23,070件
となった。これは愛知、東京、大阪などの大都市に次ぐ全国 7 位の多さで、震災以前と比
較して 4 倍以上にもなり、一日（16時〜21時の 5 時間）にすると約64本もの電話がかかっ
てきている計算となる。
福島県の子どもたちからの電話内容は、全国の子どもたちと比べても、人間関係やいじ
めが突出して多くなっており、2011年度〜2012年度には男子のいじめが全国比 5 倍とな
る。震災後 3 年目からは、男子の進路・将来・学びについて全国比 5 倍、女子は、自傷自
殺・望まない妊娠・性感染症について全国比10倍、さらに2015年度には虐待についての話
題も増加し、ますます子どもたちの心身が心配されている。
これらは、長引く避難生活や収束していない原発事故による閉塞感などによる影響が大
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きく、大人や社会全体が感じている日常のマイナス感情に子どもたちが敏感に反応してい
るものと考えられている。また、被災地では震災後に一人親世帯が増えて家計的に厳しく
なったことから、子ども自身も生活費を稼がなくてはならなくなっている家庭も少なくな
い。震災前と震災後では、物理的に子どもが一人で過ごす時間が増加しているために、様々
なリスクに出会う可能性も大きくなっているといわれている。
以下に、チャイルドラインに寄せられた子どもたちの声をいくつか紹介したい。
＜被災地の子どもの声＞
・ 震災後、お金のかからない専門学校を選んで受かりました。親も喜んでいます ･･･。
地元は職の無い人や働けない人も沢山いて、何だか落ち着きません。
・ 今、仮設に家族 4 人で住んでいるけど、狭くて息が詰まる。はじめは、家族が助かっ
ただけでも良かったって思ったけど、こんな生活、いつまで続くんだろう。お父さん
の会社も建物が流されて大変そうだし、高校いけるのかな…このごろ夜よく眠れなく
て、時々あの時のことを思い出すんだ。本当に辛い。
・ 両親に暴力を受けています。児童相談所と副担任に相談しても変わらず、警察に相談
したら親身に対応してくれました。地震で大変な時なのに、助け合うのではなく暴力
を受ける。本当に悲しいです。
・ 高校が原発の近くで立ち入り禁止になりました。将来、自分はどうなっていくのか。
不幸になりたくて生きているわけではないのに。
・ 埼玉の親戚の家に避難してきました。嫌なことがあって、「どこから来たの」って聞か
れるの。言いたくないけど仕方がないから、「福島だ」って言うと、放射能うつるって
言われました。福島に帰りたいな。でも駄目だよね…。
2016年11月には、福島から横浜市に避難している子どもが、放射能や賠償金の話題に
よって大変ないじめ・恐喝にあっていたことが判明し、その後も各地で福島県から避難し
た子どもたちの原発・放射能に関するいじめが報道されるようになった。大人や社会全体
では忘れ去られようとしている震災・原発事故が、子どもたちの世界では未だに現在進行
形だったのだ、ということを思い知らされた事件であった。
このことからも、震災以降、身の回りに言うことが出来ない何かを胸の内に抱えている
子どもたちが大勢いるということが想像される。これからも子どもたちの気持ちを受け止
め、その心を少しでも癒していけるように活動していかなければならない。
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（7）今後の復興支援活動と課題
＜被災地から観えるこれから＞
東日本大震災から 8 年が経過したが、いまだに52,000人（宮城県塩釜市、富谷市人口同
等）以上の方が避難生活を送り、震災関連死者数も3,700人を超えている。（2019年 2 月 復
興庁データ）また、震災関連自死も約221人（2019年 2 月 厚労省データ）を数え、長引く
避難生活や生活環境の変化によって、被災者、支援者ともに身心の疲弊が顕著であること
が想定される。
さらに、被災地では未解決、新たに顕在化してくる問題が多い。 例えば、津波浸水区
域住民の高台移転や、仮設から復興住宅などへの居住環境の変化、被災地での就労・経済
などの眼前にある問題、一方、これから何十年も掛かるであろう東京電力福島第一原発事
故の収束や放射能問題、それに伴う被災者の心理や社会的立場（人権・差別）に関する問
題、子どもたちの身心の問題など、被災者の一人でもある筆者自身、考えると正直暗澹た
る心境に成らざるを得ない状況である。
このような、重大で多岐に亘る問題が山積している中、あらためて、私たちに対応出来
る活動を考えていくと、やはり慰霊などの個別宗教的ニーズへの対応をはじめ、専門機関
との連携の中での宗教的傾聴 6 ）による被災者の心身危機の回避と予防といった内容に帰
結していくのではないだろうか。
今回の大震災では、これまでの災害に比して “ こころの復興 ” が遅いとの指摘もある。
実際に未だに津波や地震、原発事故を「あれ」という指示代名詞でしか表現出来ない人も
居り、「やっと泣けた」「未だに泣けない」といった言葉や心情をお聴きすることがある。
また、子どもたちは、被災地と自分の未来を重ね合わせ、世の中から忘れ去られる風化の
恐怖に耐えてきた。こういった事例からも、これからは精神的に取り残されている方々へ
の、より効果的な継続的支援が求められるだろう。
＜活動者として＞
本稿の最後にあたり、活動者として今後留意すべきところを少々記したい。先ずは、時
間の経過と共に出現する、震災被害、原発事故に関する風化への対応である。風化は時間
の経過とともに個人・団体の記憶が薄れ、報道機会の減少などの理由も加わり震災事象と
社会全体との関わりが低下。結果的に復興の遅れや差別などが発生する一因となる。同時
に、被災者自身も落ち着かない生活の中で、被災当初の記憶や痛み（悼み）を忘れていく
こともある。老いるという性質を持つ人間として、風化とはある意味で前提ともいえるだ
ろう。
しかし、本来、無関心と対極にあるのが宗教であり、宗教者・僧侶は、日々の生活の中
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で社会が忘れている（いく）ものを喚起し続ける重要な役割を担っている。私たちは、生
老病死や無常という事実、そして被災地の現状、被災者の思いを伝えること、アドボカ
シ （ー社会的弱者、マイノリティー等の権利擁護の啓発）への主体的関与が使命とも云
える。
これらに対する具体的な方策として、東日本大震災の現況をそれぞれの地元災害の話に
繋げ、地域住民の防災意識を高めることで、これまでの支援活動を広く還元することがで
きる。また、感謝や感動などの被災者との具体的な感情の遣り取りを伝える事で、今後の
支援活動に関与する人を増やすことも可能となるだろう。そのためには、世の中の無常や
苦悩と正面から向き合う姿勢、継続的な他者への想像力や洞察力を働かせた行動が求めら
れる。
その実現は、単に風化防止となるばかりでなく、結果的に四摂法（布施、愛語、利行、
同事）をはじめとする仏教教義の実践者としての宗教的地域貢献を意味する。より良い活
動者になることは、より良い仏教者へも繋がり、そこには、宗教と社会との連結協働への
新しい可能性や広がりも秘めている。
私たちは、今後の支援活動において、自分も他人も未完に分けずに、“ いま此処で被災
地・被災者とともに歩む ” という菩薩行の実践に取り組まなければならない。
「生死」という根源的な問いに、私たちはどのように向き合い、寄り添っていけるのか。
活動者ひとりひとりが自分自身を振り返っていくことで、被災地の復興、被災者の自助を
促せる支援をこれからも考えていきたい。
注
（1） 全国曹洞宗青年会会則 第一章総則 第三条 会の目的　「本会は、古教照心の示訓を旨に自己
の研鑽に努め、互いに乳水和合し、自由で創造的な活動を通じ、心豊かな社会の形成を目
的とする。」
（2）全曹青ボランティア憲章に則って活動
 序文　「全曹青ボランティア憲章」は、菩薩行を実践する私たち青年宗侶がボランティア活
動を推進するにあたり、世の中の苦しみや悲しみと向き合い、寄り添い、地域や社会のさ
まざまな課題の克服のために意識を共有し、叡智を結集して平和で心豊かな社会の実現を
願って、以下のように努力する。
 私たちは仏教徒としての自覚と責任を保ち自己の研鑽に務め共に学び合うことを目指し
ます。
 （学び合う）
 私たちは地域の人々との連帯を深め、共助の心を育む活動をめざします。
 （助け合う）
 私たちは、宗教、人種、性差、環境あらゆる相違を乗り越え、お互いを理解し合い尊重す
る活動を目指します。（理解し合う）
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 私たちは一人一人の尊い “ いのち ” のために、お互い支えあう社会の実現を目指します。
 （支え合う）
 （全曹青 第17期ボランティア委員会 作成）
（3）各地活動場所　福島県：国見町、福島市、伊達市、二本松市、郡山市、須賀川市、相馬市、
新地町、いわき市　／　岩手県：山田町、釜石市、大槌町、陸前高田市、宮古市、野田村　
／　宮城県：亘理町、山元町、石巻市、気仙沼市　／　山形県：山形市、米沢市、南陽市、
寒河江市、酒田市
（4）第18期全曹青スローガン「いのちの声に耳を澄ます」のもとに、全国曹青会員の慈悲行の
実践と深化を具現化するため、当該期基幹事業である、電話相談員養成研修会の企画運営
と電話相談窓口『観世ふぉん』の開設運営を主管。『観世ふぉん』については、現在（2019
年）、一般社団法人へ移行され、相談窓口の開設運営、各種研修会などが継続運営されて
いる。
（5）2000年度　『日本赤十字社の心理的支援マニュアル』を主に引用　一部改編。
（6）宗教的傾聴
 殊更に宗教者の立場を掲げず、その信仰心が静かに滲む姿勢。被災者のこころに留まらず、
いのちの気づきを静かに促す鏡の存在。また、善悪といった相対的価値観にとらわれない
仏教的価値観の提示による対話。
